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研究成果の概要（和文）：本研究によるフィールドサーベイの結果、グローバルな組織の子会社

がローカルな競争力を形成する際にあたって、3 つの知見が一般化されるべき仮説として導き

出された。第一に、子会社は、それぞれに埋め込まれている環境で有効な制度を構築するため、

本社の既存の制度やノウハウを生かしながらも、目的に合った利用しやすい HRM/HRD の制度

を最構築することが必要である。第二に、子会社の環境は、ホスト政府によるマクロな制度、

子会社が現地でビジネスをする取引先集団などから構築される。そのため、同じ出身国の企業

であっても、進出の理由、タイミングなどによって、周囲の環境は大きく異なり、結果として

有効な制度も異なる。第三に子会社の成功には、その環境から活動のためのさまざまな資源を

引き出し、組み合わせる、マネジャーの能力が不可欠である。

研究成果の概要（英文）：This research project systematized following three points in explaining the
competitiveness of local subsidiaries of the global corporations, based on the series of field survey and
data analysis. Firstly, the subsidiaries need to re-construct their HRM/HRD system in order to make
their activities effective to their embedded environment, even referring to the parent company’s
resources or know-how. Second, the environment where subsidiaries embedded are defined with
various factors such as the macro institutions of the local governments or the local business partners. So
the organizational institutions which helps organizations to be competitive, will be differently
constructed reflecting the influence from such partners in the environments. Third, both type of
managers, expats or locally hired, play their critical role in drawing out resources from the surrounding
environment or partners, and compose them into their effective institutions or practices towards
accomplishing their business goals.
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ストラリア

１．研究開始当初の背景
本研究の目的は、グローバルな組織の子会社
におけるローカルな競争力へのHRM/HRDの
影響を明らかにすることにある。そのため、
多国籍企業の人材管理を従来のマネジメン
トの現地化の問題ととらえる立場から、一歩
進んで、人材の蓄積とナレッジネットワーク
としてとらえなおそうとする立場からスタ
ートした。従来の国際人事管理論は、主に戦
略的国際人的資源管理論(SIHRM）の諸理論
に依拠し、ネットワーク化する MNCs の人的
資源管理システムの成否およびその企業業
績（生産性や利益率）への貢献について検討
してきた。これについては、行動科学主義的
な視点から人事施策間の適合（フィット）を
問題にするもの、リソースベースト・ビュー
に従って、ベストプラクティスの導入や事業
戦略と組織戦略・人事戦略との関連を重視す
るもの、事業戦略に対する人事部の政治的影
響力とその行使に際して果たす役割を問題
にするものなど、さまざまな立場から検討が
進められた。MNCs を、国境を越える大きな
内部労働市場と捉え、日系 MNCｓの「多国
籍内部労働市場」の本社依存を問題視し、そ
の充実を主張する研究者もいる（白木三秀,
『国際人的資源管理の比較分析－「多国籍内
部労働市場」の視点から』2006 年）。ただし、
実際に本社の管理権限が及ぶのは、各子会社
の CEO あるいはその候補者たちであり、「多
国籍内部労働市場」論をフレームはマネジメ
ントの現地化の問題の検討に向いており、ナ
レッジのネットワークとしての実態を捉え
やすいとは言えない。むしろ、今後の日系
MNCs のグローバルな競争力については、ナ
レッジを実際に活用、加工するホワイトカラ
ー職全般の支援が重要である。本研究では、
蓄積したフィールドサーベイの結果を、制度
派理論によって読み解くとことにより、より
使いやすく、浸透性のある制度の開発とその
プロセスに着目した。

２．研究の目的

・オーストラリア、シンガポール両国での日
系企業における HRD 関連プログラムの構築
実態を明らかにして、その異同に関する理由
を説明する理論を明らかにする。
・理論的背景として制度理論を援用すること
により、外部環境からの影響、親会社を中心
とするネットワークの影響、アクターとして
のマネジャーの 3 つのレベルを通じた検討を
行う。

３．研究の方法
マクロレベルとしては、制度研究とデータベ
ース分析を用いた。ミクロレベルとしては、

多国籍企業の個別の制度研究、およびそこで
のマネジャーに関する認識についてフィー
ルドサーベイを行った。

４．研究成果

（１）制度理論研究の実証への応用

制度理論を整理しながら、これまで研究蓄積

をしてきたシンガポールにおけるＲＨＱに

よる子会社支援の実態を説明する枠組みを

開発することにより、制度開発にかかわる諸

力の関係を明らかにしようとした。とくに、

制度と組織フィールドとの関係について着

目し、ローカル、リージョナル、グローバル

というさまざまなレベルの組織フィールド

を記述、分析するために、HRD のプログラム

作成とマネジャーによるオーソライゼーシ

ョンを取り上げた。従来の研究が本社の国際

化戦略の影響のみ、あるいは制度を受け入れ

る子会社の抵抗のみという上から、あるいは

下からのみの検討にとどまっていたところ

を改善し、マネジャーの認識を核に、企業外

部にある制度環境が、選択的に選び取られ、

組み合わされることによって、より使いやす

く実効性のある制度体系として再構成され

ていくことを示唆した。

（２）シンガポール、オーストラリア両国に

関する日系企業投資概要とローカル市場浸

透に関する研究

ジェトロなど関連する団体、および各種セミ

ナーへの出席、日本の政府統計、シンガポー

ルおよびオーストラリア両国の統計局のデ

ータベースを検討する形で、両国における日

系企業の投資の経緯、現状、問題となる論点

などを整理した。基本的に産業化の段階でい

えば両国はきわめて近しい状況にありなが

ら、個々の産業政策の相違とそれへの対応の

違いに従って、日系企業の進出形態、領域も

全く異なる状況にあることを明らかにした。

（３）オーストラリア日系企業の組織フィー

ルド研究

オーストラリアの日系企業に関するパイロ

ットインタビュー、日本商工会議所に関する

聞き取り調査を行い、オーストラリアの日系

企業投資動向を整理した。在豪日系企業は基

本的には後退基調であるものの、撤退の理由

が様々であるばかりでなく、撤退する多くの

企業が存在する一方で、新規に進出するもの、

また複数の事業の組み合わせを変えたり、戦



略の変更を行いながら、長期間そこにとどま

るものなど、日系企業という大まかなくくり

で分析をすることの困難さを明らかにした。
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